
 

 

第１号様式（第２条第１項関係） 

 

  年  月  日 

 

山口県知事  様 

 

（法人の所在地） 

（法人の名称） 

（ 代 表 者 名 ）           

 

住宅確保要配慮者居住支援法人指定申請書 

 

 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第59条第１項に

規定する住宅確保要配慮者居住支援法人として指定を受けたいので、山口県住宅

確保要配慮者居住支援法人の指定等に関する事務取扱要領第２条第１項の規定に

より、添付書類を添えて下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 支援業務の種別 

別添１「支援業務の実施に関する計画」のとおり 

 

２ 名称又は商号 

 

 

３ 主たる事務所又は営業所その他支援業務を行う事務所又は営業所の名称及び

所在地 

(名 称 ) 

(所在地) 

 

４ 役員の氏名 

「誓約書別添」のとおり 

 

５ 支援業務以外の業務の内容 

 

 

６ 支援業務を開始しようとする年月日 

      年  月  日 

 

７ 支援業務に関する問合せを受けるための連絡先 

 

  



 

 

別添１ 

支援業務の実施に関する計画 

１．組織、人員及び運営に関する事項 

法人の名称 
 

事務所の所在地  

法人設立年月日  

従業者数 
支援業務従事者： 名（専任 名、兼任 名） 

その他の業務従事者： 名（専任 名、兼任 名） 

業務実施体系図 

（組織体制及び人員体制） 

※支援業務以外の業務を実施している場合はその業務を含めて記載 

山口県居住支援協議会

への参加に関すること 

※協議会から要請があった場合の連携体制等について記載 

 



 

 

２．支援業務の概要及び実施の方法に関する事項 

実施する支援業務 

（実施する業務にチェック） 

□ 登録住宅入居者の家賃債務の保証(法第62条第1号) 

□ 円滑な入居の促進に関する援助(第2号) 

□ 生活の安定及び向上に関する援助(第3号) 

□ 賃貸人への情報提供(第4号) 

□ 委託に基づく残置物処理等業務(第5号) 

①家賃債

務の保証 

(法第62

条第1号) 

実施方法 

□実施 

□委託により実施予定 

□家賃債務保証会社と連携を図る 

業務の内容 

※附帯業務含む 

※対価を得る場合

は、その対価及び

提供の条件に関す

る事項を含む 

 

業務開始年月日  

対象とする 

要配慮者 

 

活動区域 
 

家賃債務保証業

者登録規程の登

録 

登録番号：国土交通大臣（ ）第 号 

登録年月日：   年 月 日 

②円滑な

入居の促

進に関す

る援助 

(法第62

条第2号) 

業務の内容 

※附帯業務含む 

※対価を得る場合

は、その対価及び

提供の条件に関す

る事項を含む 

 

業務開始年月日  

対象とする 

要配慮者 

 



 

 

活動区域 
 

③生活の

安定及び

向上に関

する援助 

(法第62

条第3号) 

業務の内容 

※附帯業務含む 

※対価を得る場合

は、その対価及び

提供の条件に関す

る事項を含む 

 

業務開始年月日  

対象とする 

要配慮者 

 

活動区域 
 

④賃貸人

への情報

の提供 

(法第62

条第4号) 

業務の内容 

※附帯業務含む 

※対価を得る場合

は、その対価及び

提供の条件に関す

る事項を含む 

 

業務開始年月日 
 

対象とする 

要配慮者 

 

活動区域 
 

⑤残置物

処理業務 

(法第62

条第5号) 

業務の内容 

※附帯業務含む 

※対価を得る場合

は、その対価及び

提供の条件に関す

る事項を含む 

 



 

 

業務開始年月日 
 

対象とする 

要配慮者 

 

活動区域 
 

 

 

３．地方公共団体との連携に関する事項 

例）活動地域における居住支援協議会への積極的な参画、自治体が実施する居住支援に関係する

事業の受託 

 

 

４．住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進に資する活動を行

う者及び住宅確保要配慮者の福祉に関する活動を行う者との連携に関する事項 

 

 

 

５．支援業務に係る人材の確保及び資質の向上に関する事項 

例）居住支援に関係する研修への参加等により、住宅、福祉等の専門的知識や多角的視点、最新

のICT 技術等の全国的な動向、他の居住支援法人の優良な取組事例等を把握している。 

 



 

 

別添２ 

現に行っている業務の概要 

１．要配慮者への居住支援業務 

業務の内容 

 

業務開始年月日 
 

対象とする 

要配慮者 
 

活動区域  

２．その他の業務 

業務の内容 

 

業務開始年月日 
 

対象とする者 
 

活動区域 
 

 



 

 

第２号様式（第２条第２項） 

  住 宅 第  号 

   年（ 年） 月 日 

 

法人の名称 

代表者氏名     様 

 

山口県知事 ○○○○ 

 

 

住宅確保要配慮者居住支援法人の指定について（通知） 

 

 月 日付けで申請のありましたこのことについては、住宅確保要配慮者

に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第59条第１項の規定に基づき、下記

のとおり住宅確保要配慮者居住支援法人として指定しましたので、山口県住宅確

保要配慮者居住支援法人の指定等に関する事務取扱要領第２条第２項の規定に基

づき通知します。 

 

記 

 

１ 指定年月日及び番号 

 

２ 法 人 の 名 称 

 

３ 法 人 の 所 在 地  

 

４ 事 務 所 の 所 在 地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第３号様式（第２条第３項） 

  住 宅 第  号 

   年（ 年） 月 日 

 

法人の名称 

代表者氏名     様 

 

山口県知事 ○○○○ 

 

 

住宅確保要配慮者居住支援法人として指定しない旨の通知書 

 

 月 日付けの申請については、以下の理由により、住宅確保要配慮者に

対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第59条第１項の規定による指定をしな

いこととしたので、山口県住宅確保要配慮者居住支援法人の指定等に関する事務

取扱要領第２条第３項の規定に基づき、これを通知します。 

 

 

１ 申 請 年 月 日 

 

２ 法 人 の 名 称 

 

３ 法人の所在地  

 

４ 事務所の所在地 

 

５ 指定しない理由 

 

 

 

 

 

 

 

この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日

から起算して３月以内に、山口県知事に審査請求をすることができます。 

また、この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して６箇月以内に、山口県を被告として（この場合において、山口県知事が

被告の代表者となります。）提起することができます。 



 

 

第４号様式（第３条第１項関係） 

  年  月  日 

 

山口県知事  様 

 

（法人の所在地） 

（法人の名称） 

（ 代 表 者 名 ）          

 

 

住宅確保要配慮者居住支援法人業務変更認可申請書 

 

 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第61条第１項に

規定する支援業務の種別の変更をしたいので、山口県住宅確保要配慮者居住支援

法人の指定等に関する事務取扱要領第３条第１項の規定により、添付書類を添え

て下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 指定年月日及び番号 

 

 

２ 新たに行う支援業務の種別 

 

 

３ 新たに行う支援業務を行う事務所の名称及び所在地 

(名 称 ) 

(所在地) 

 

４ 役員の氏名 

別添「誓約書」のとおり 

 

５ 支援業務以外の業務の内容 

 

 

６ 新たに行う支援業務を開始しようとする年月日 

      年  月  日 

 

７ 新たに行う支援業務に関する問合せを受けるための連絡先 

 

 



 

 

第５号様式（第３条第２項関係） 

  住 宅 第  号 

   年（ 年） 月 日 

 

法人の名称 

代表者氏名     様 

 

山口県知事 ○○○○ 

 

 

住宅確保要配慮者居住支援法人業務変更の認可について（通知） 

 

 月 日付けで申請のありましたこのことについては、住宅確保要配慮者

に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第61条第１項の規定に基づき、下記

のとおり認可することとしたので、山口県住宅確保要配慮者居住支援法人の指定

等に関する事務取扱要領第３条第２項の規定に基づき通知します。 

 

記 

 

１ 認可年月日 

 

 

２ 新たに行う支援業務の種別 

 

 

３ 新たに行う支援業務を行う事務所の名称及び所在地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第６号様式（第３条第３項） 

  住 宅 第  号 

   年（ 年） 月 日 

 

法人の名称 

代表者氏名     様 

 

山口県知事 ○○○○ 

 

 

支援業務事業計画等の変更認可をしない旨の通知書 

 

 月 日付けの申請については、以下の理由により、住宅確保要配慮者に

対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第61条第１項の規定による認可をしな

いこととしたので、山口県住宅確保要配慮者居住支援法人の指定等に関する事務

取扱要領第３条第３項の規定に基づき、これを通知します。 

 

 

１ 申 請 年 月 日 

 

 

２ 新たに行う支援業務の種別 

 

 

３ 新たに行う支援業務を行う事務所の名称及び所在地 

 

 

４ 認可しない理由 

 

 

 

 

 

この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日

から起算して３月以内に、山口県知事に審査請求をすることができます。 

また、この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して６箇月以内に、山口県を被告として（この場合において、山口県知事が

被告の代表者となります。）提起することができます。 



 

 

第７号様式（第３条第４項関係） 

    年  月  日 

 

山口県知事  様 

 

（法人の所在地） 

（法人の名称） 

（ 代 表 者 名 ）           

 

 

住宅確保要配慮者居住支援法人名称等変更届出書 

 

 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第61条第２項及

び山口県住宅確保要配慮者居住支援法人の指定等に関する事務取扱要領第３条第

４項の規定に基づき、住宅確保要配慮者居住支援法人に係る名称等の変更を届け

出ます。 

 

 

指定年月日   

指定番号   

変更に係る事項 変更前 変更後 変更年月日 

□支援業務の種別 
(法 62 条第 1 号又は第 5

号に掲げる業務以外)    

□上記支援業務の 

開始年月日 
―  ― 

□名称又は商号    

□法人の所在地    

□支援業務を行う事

務所の名称 
   

□支援業務を行う事

務所の所在地 
   

□代表者又は役員 
   

□問合せを受けるた

めの連絡先 
   



 

 

第８号様式（第４条第１項関係） 

 

  年  月  日 

 

山口県知事  様 

 

（法人の所在地） 

（法人の名称） 

（ 代 表 者 名 ）           

 

 

債務保証業務委託認可申請書 

 

 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第62条第１号に

掲げる業務のうち債務の保証の決定以外の業務の（ 全 部 ・ 一 部 ）を下

記のとおり委託したいので、山口県住宅確保要配慮者居住支援法人の指定等に関

する事務取扱要領第４条第１項の規定に基づき申請します。 

 

記 

 

１ 指定年月日及び番号 

２ 委託する業務内容 

３ 委託の相手先 

  名称： 

  所在地： 

 （家賃債務保証業者登録規程の登録がある場合） 

登録番号： 

登録年月日： 

４ 委託する理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第９号様式（第４条第２項関係） 

  住 宅 第  号 

   年（ 年） 月 日 

 

法 人 の 名 称 

代表者氏名     様 

 

山口県知事 ○○○○ 

 

 

債務保証業務委託の認可について（通知） 

 

 月 日付けで申請のありました債務保証業務の委託については、住宅確

保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第63条第１項の規定に基

づき認可することとしましたので、山口県住宅確保要配慮者居住支援法人の指定

等に関する事務取扱要領第４条第２項の規定に基づき、これを通知します。 

 

 

１ 委託する業務 

 

２ 委託先の名称 

 

３ 委託先の所在地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第10号様式（第４条第３項） 

  住 宅 第  号 

   年（ 年） 月 日 

 

法人の名称 

代表者氏名     様 

 

山口県知事 ○○○○ 

 

 

債務保証業務の委託の認可をしない旨の通知書 

 

 月 日付けで申請のありました債務保証業務の委託については、以下の

理由により、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第63

条第１項の規定による認可をしないこととしたので、山口県住宅確保要配慮者居

住支援法人の指定等に関する事務取扱要領第４条第３項の規定に基づき、これを

通知します。 

 

 

（認可しない理由） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日

から起算して３月以内に、山口県知事に審査請求をすることができます。 

また、この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して６箇月以内に、山口県を被告として（この場合において、山口県知事が

被告の代表者となります。）提起することができます。 



 

 

第11号様式（第５条第１項関係） 

 

  年  月  日 

 

山口県知事  様 

 

（法人の所在地） 

（法人の名称） 

（ 代 表 者 名 ）           

 

 

債務保証業務規程（残置物処理等業務規程）認可申請書 

 

 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第64条の規定に

よる債務保証業務規程（残置物処理等業務規程）を下記のとおり定めたので、山口

県住宅確保要配慮者居住支援法人の指定等に関する事務取扱要領第５条第１項の

規定に基づき申請します。 

 

記 

 

１ 指定年月日及び番号 

 

２ 債務保証業務規程（残置物処理等業務規程）を定めた日 

       年  月  日 

 

３ 債務保証業務規程（残置物処理等業務規程）の内容 

     別添のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第12号様式（第５条第３項関係） 

 

   年  月  日 

 

山口県知事  様 

 

（法人の所在地） 

（法人の名称） 

（ 代 表 者 名 ）           

 

 

債務保証業務規程（残置物処理等業務規程）変更認可申請書 

 

 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第64条第３項の

規定により、債務保証業務規程（残置物処理等業務規程）の変更について認可を受

けたいので、山口県住宅確保要配慮者居住支援法人の指定等に関する事務取扱要

領第５条第２項の規定に基づき申請します。 

 

 

記 

 

１ 指定年月日及び番号 

 

２ 債務保証業務規程（残置物処理等業務規程）を変更する日 

      年  月  日 

 

３ 債務保証業務規程（残置物処理等業務規程）の変更内容 

   別添のとおり 

 

４ 変更しようとする理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第13号様式（第５条第４項） 

  住 宅 第  号 

   年（ 年） 月 日 

 

法人の名称 

代表者氏名     様 

 

山口県知事 ○○○○ 

 

 

債務保証業務規程（残置物処理等業務規程）の認可について（通知） 

 

 月 日付けで申請のありました債務保証業務規程（残置物処理等業務規

程）については、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律

第64条第１項の規定に基づき認可することとしましたので、山口県住宅確保要配

慮者居住支援法人の指定等に関する事務取扱要領第５条第３項の規定に基づき、

これを通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第14号様式（第５条第４項） 

  住 宅 第  号 

   年（ 年） 月 日 

 

法人の名称 

代表者氏名    様 

 

山口県知事 ○○○○ 

 

 

債務保証業務規程（残置物処理等業務規程）の変更認可について（通知） 

 

 月 日付けで申請のありました債務保証業務規程（残置物処理等業務規

程）の変更については、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関す

る法律第64条第３項の規定に基づき認可することとしましたので、山口県住宅確

保要配慮者居住支援法人の指定等に関する事務取扱要領第５条第３項の規定に基

づき、これを通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第15号様式（第５条第５項関係） 

  住 宅 第  号 

   年（ 年） 月 日 

 

法人の名称 

代表者氏名     様 

 

山口県知事 ○○○○ 

 

 

債務保証業務規程（残置物処理等業務規程）の認可をしない旨の通知書 

 

 月 日付けで申請のありました債務保証業務規程（残置物処理等業務規

程）については、以下の理由により、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の

促進に関する法律第64条第１項の規定による認可をしないこととしたので、山口

県住宅確保要配慮者居住支援法人の指定等に関する事務取扱要領第５条第４項の

規定に基づき、これを通知します。 

 

 

（認可しない理由） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日

から起算して３月以内に、山口県知事に審査請求をすることができます。 

また、この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して６箇月以内に、山口県を被告として（この場合において、山口県知事が

被告の代表者となります。）提起することができます。 



 

 

第16号様式（第５条第５項関係） 

  住 宅 第  号 

   年（ 年） 月 日 

 

法人の名称 

代表者氏名     様 

 

山口県知事 ○○○○ 

 

 

債務保証業務規程（残置物処理等業務規程）の変更認可をしない旨の通知書 

 

 月 日付けで申請のありました債務保証業務規程（残置物処理等業務規

程）の変更ついては、以下の理由により、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供

給の促進に関する法律第64条第３項の規定による認可をしないこととしたので、

山口県住宅確保要配慮者居住支援法人の指定等に関する事務取扱要領第５条第４

項の規定に基づき、これを通知します。 

 

 

（認可しない理由） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日

から起算して３月以内に、山口県知事に審査請求をすることができます。 

また、この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して６箇月以内に、山口県を被告として（この場合において、山口県知事が

被告の代表者となります。）提起することができます。 



 

 

第17号様式（第５条第６項関係） 

 住 宅 第  号 

令和 年（ 年） 月 日 

 

法人の名称 

代表者氏名     様 

 

山口県知事 ○○○○ 

 

 

債務保証業務規程（残置物処理等業務規程）変更命令書 

 

     年  月  日付 令 住宅第   号で認可した債務保証業務規

程（残置物処理等業務規程）について、下記のとおり債務保証業務（残置物処理等

業務）の公正かつ適確な実施上不適当となったと認められるので、住宅確保要配

慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第64条第４項に基づき  年  

月  日までに、変更すべきことを命じます。 

 

 

記 

 

１ 債務保証業務規程（残置物処理等業務規程）の変更が必要な事項 

 

 

２ 債務保証業務規程（残置物処理等業務規程）の変更を命じる理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日

から起算して３月以内に、山口県知事に審査請求をすることができます。 

また、この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して６箇月以内に、山口県を被告として（この場合において、山口県知事が

被告の代表者となります。）提起することができます。 



 

 

第18号様式（第５条第７項関係） 

 

令和  年  月  日 

 

山口県知事  様 

 

（法人の所在地） 

（法人の名称） 

（ 代 表 者 名 ）          

 

 

債務保証業務規程（残置物処理等業務規程）変更報告書 

 

    年 月 日付   住宅第   号で命令を受けたことについて、山口

県住宅確保要配慮者居住支援法人の指定等に関する事務取扱要領第５条第６項の

規定に基づき、下記のとおり報告します。 

 

 

記 

 

１ 指定年月日及び番号 

 

２ 債務保証業務規程（残置物処理等業務規程）を変更する日 

    年  月  日 

 

３ 債務保証業務規程（残置物処理等業務規程）の変更内容 

   別添のとおり 

 



 

 

第19号様式（第６条第１項関係） 

 

  年  月  日 

 

山口県知事  様 

 

（法人の所在地） 

（法人の名称） 

（ 代 表 者 名 ）           

 

 

支援業務事業計画等認可申請書 

 

 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第65条第１項前

段の規定による支援業務に係る事業計画及び収支予算を下記のとおり作成したの

で、山口県住宅確保要配慮者居住支援法人の指定等に関する事務取扱要領第６条

第１項の規定に基づき、添付書類を添えて認可を申請します。 

 

 

記 

 

１ 指定年月日及び番号 

 

２ 支援業務事業計画等の作成日      年  月  日 

 

３ 支援業務事業計画等の内容     別添のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第20号様式（第６条第２項関係） 

 

  年  月  日 

 

山口県知事  様 

 

（法人の所在地） 

（法人の名称） 

（ 代 表 者 名 ）           

 

 

支援業務事業計画等変更認可申請書 

 

 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第65条第１項後

段の規定による支援業務に係る事業計画及び収支予算を下記のとおり変更したい

ので、山口県住宅確保要配慮者居住支援法人の指定等に関する事務取扱要領第６

条第２項の規定に基づき、添付書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 指定年月日及び番号 

 

２ 支援業務事業計画等を変更する日      年  月  日 

 

３ 支援業務事業計画等の変更内容      

 

４ 変更しようとする理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第21号様式（第６条第３項） 

  住 宅 第  号 

   年（ 年） 月 日 

 

法人の名称 

代表者氏名     様 

 

山口県知事 ○○○○ 

 

 

支援業務事業計画等認可書 

 

 月 日付けで申請のあった支援業務事業計画等については、住宅確保要

配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第65条第１項前段の規定に基

づき認可することとしたので、山口県住宅確保要配慮者居住支援法人の指定等に

関する事務取扱要領第６条第３項の規定に基づき、これを通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第22号様式（第６条第３項関係） 

  住 宅 第  号 

   年（ 年） 月 日 

 

法人の名称 

代表者氏名     様 

 

山口県知事 ○○○○ 

 

 

支援業務事業計画等変更認可書 

 

 月 日付けで申請のあった支援業務事業計画等の変更については、住宅

確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第65条第１項後段の規

定に基づき認可することとしたので、山口県住宅確保要配慮者居住支援法人の指

定等に関する事務取扱要領第６条第３項の規定に基づき、これを通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第23号様式（第６条第４項） 

  住 宅 第  号 

   年（ 年） 月 日 

 

法人の名称 

代表者氏名     様 

 

山口県知事 ○○○○ 

 

 

支援業務事業計画等の認可をしない旨の通知書 

 

 月 日付けで申請のあった支援業務事業計画等については、以下の理由

により、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第65条第

１項前段の規定による認可をしないこととしたので、山口県住宅確保要配慮者居

住支援法人の指定等に関する事務取扱要領第６条第４項の規定に基づき、これを

通知します。 

 

 

（認可しない理由） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日

から起算して３月以内に、山口県知事に審査請求をすることができます。 

また、この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して６箇月以内に、山口県を被告として（この場合において、山口県知事が

被告の代表者となります。）提起することができます。 



 

 

第24号様式（第６条第４項関係） 

  住 宅 第  号 

   年（ 年） 月 日 

 

法人の名称 

代表者氏名     様 

 

山口県知事 ○○○○ 

 

 

支援業務事業計画等の変更認可をしない旨の通知書 

 

 月 日付けで申請のあった支援業務事業計画等の変更については、以下

の理由により、住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第

65条第１項後段の規定による認可をしないこととしたので、山口県住宅確保要配

慮者居住支援法人の指定等に関する事務取扱要領第６条第４項の規定に基づき、

これを通知します。 

 

 

（認可しない理由） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日

から起算して３月以内に、山口県知事に審査請求をすることができます。 

また、この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して６箇月以内に、山口県を被告として（この場合において、山口県知事が

被告の代表者となります。）提起することができます。 



 

 

第25号様式（第７条関係） 

 

  年  月  日 

 

山口県知事  様 

 

（法人の所在地） 

（法人の名称） 

（ 代 表 者 名 ）           

 

 

支援業務事業報告書等の提出について 

 

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第65条第２項の

規定に基づき、支援業務に関する事業報告書及び収支決算書を作成しましたので、

山口県住宅確保要配慮者居住支援法人の指定等に関する事務取扱要領第７条の規

定に基づき、添付書類を添えて提出します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第26号様式（第８条関係） 

 

  年  月  日 

 

山口県知事  様 

 

（法人の所在地） 

（法人の名称） 

（ 代 表 者 名 ）           

 

 

住宅確保要配慮者居住支援法人指定辞退届 

 

 月 日付けで住宅確保要配慮者居住支援法人の指定を受けましたが、以

下の理由により、指定を辞退したいので、山口県住宅確保要配慮者居住支援法人

の指定等に関する事務取扱要領第８条の規定に基づき届け出ます。 

 

 

１ 指定年月日及び番号 

 

２ 法 人 の 名 称 

 

３ 法 人 の 所 在 地  

 

４ 事務所の所在地  

 

５ 辞 退 の 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

第27号様式（第９条関係） 

  住 宅 第  号 

   年（ 年） 月 日 

 

法人の名称 

代表者氏名     様 

 

山口県知事 ○○○○ 

 

 

住宅確保要配慮者居住支援法人指定取消通知書 

 

 月 日付け  住宅第 号で指定した住宅確保要配慮者居住支援法人に

ついては、以下の理由により、指定を取消しましたので、山口県住宅確保要配慮者

居住支援法人の指定等に関する事務取扱要領第９条の規定に基づき通知します。 

 

 

１ 指定年月日及び番号 

 

２ 法 人 の 名 称 

 

３ 法 人 の 所 在 地 

 

４ 事 務 所 の 所 在 地 

 

５ 取 り 消 し た 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日

から起算して３月以内に、山口県知事に審査請求をすることができます。 

また、この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して６箇月以内に、山口県を被告として（この場合において、山口県知事が

被告の代表者となります。）提起することができます。 



 

 

第28号様式 

 

  年  月  日 

 

山口県知事  様 

 

（法人の所在地） 

（法人の名称） 

（代表者名 ）               

 

 

誓 約 書 

 

私は、以下の各号のいずれにも該当しないことを誓約します。なお、役員等の氏名、読み

仮名、生年月日、性別及び住所については、別添に記載するとおりです。 

 

 

一 成年被後見人又は被保佐人 

二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

三 拘禁刑以上の刑に処せられ、又はこの法律の規定により刑に処せられ、その執行を終

わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して２年を経過しない者 

四 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成19年法律第112

号）第70条第１項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して２年を

経過しない者 

五 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６

号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から５年を経過し

ない者（第８号において「暴力団員等」という。） 

六 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人（法定代

理人が法人である場合においては、その役員を含む。）が前各号のいずれかに該当する

もの 

七 法人であって、その役員のうちに第１号から第５号までのいずれかに該当する者が

あるもの 

八 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

 



 

 

（誓約書別添） 

当該法人の代表者 

（ふりがな） 
生年月日 性別 住所 

氏 名 

 
   

 

当該法人の役員 

（ふりがな） 
生年月日 性別 住所 

氏 名 

 
   

 

 
   

 

 
   

 

備考 

１ 記入欄が不足する場合は，行を追加して記入してください。 

 

 

 


